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引き続き、耐震診断、耐震対策を進めていく必要があるため。
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件数による指標ではなく、全体の耐
震診断率とすることにより、管理組合
所有建物の耐震化の指標とします。
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災害時の人命確保の観点から、年度毎に耐震診断スケジュールを検討し、診断が完了していない建築物について、目標年度完了に
実施できるようより一層努めます。

平成25年度までを
総括した事業進捗
率の説明

現政策体系の5年間において、後半は耐震診断スケジュールに沿って診断を実施し、事業進捗を図りました。

個別評価結果による
今後の取り組みの方向性

事務事業 成果 コスト

個別施策評価結果を踏まえた来年度以降の取組
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平成25年度に
実施した

内容･結果
7件の耐震診断、2件の耐震補強実施設計を行いました。

コスト（年度） 21（実績） 22（実績）

0 7,019 17,025

24（実績）

平成25年度の
実施予定

耐震補強診断を7件行う予定です。
関連
シート

23（実績） 備考（款項目節等）単位 25（実績見込み）

建築物の耐震改修の促進
に関する法律に基づく建
築物の耐震診断及び耐震
改修の促進を図るための
基本的な方針

事業着手時点の
評価

経済不況の折り、スケジュールどおりの耐震診断ができていません。しかし、人命確保の観
点より耐震改修の促進に関する法律が制定されており、確実に耐震化を図ることが重要で
す。

実施
義務   　　 有        無

概要
本組合が所管している建築物（防災施設、福利厚生施設、上屋）のうち、昭和56年5月31日
以前に建築確認を受けた旧耐震設計基準により設計した建築物に対し耐震診断を実施し、
耐震性能が不足する建築物について耐震対策を行います。

根拠
法令等

目的
建築物（防災施設、福利厚生施設、上屋等）を耐震診断の結果に基づいて耐震改修し、耐
震性能を確保します。
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24年度事業・個別施策評価結果
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事務事業シート 対象事業年度 平成 25

連携課 危機管理室、港営課、管理課

平成19～27年度
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（款項目節）
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